







































































































































































































































































































































































税率を超える税率で課税するものであり、平成 11 年 4 月 1 日現在で、都道



























































































































税源移譲約 3兆円、地方交付税改革△ 5.1 兆円とまとめられている（平成











4 月時点では 14 道県 4市町であったが、平成 29 年 4 月時点では 34 都道府








については平成 13 年 4 月時点では 7団体であったが、平成 28 年 4 月時点で
地方税の現状と課題についての一考察 （関口）
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は 8団体となり、道府県民税（個人均等割）については、平成 13 年 4 月時
点では導入する団体は無かったが、平成 28 年 4 月時点では 37 団体となって






















































































































































ては、三位一体の改革の直後の数値である平成 20 年の 45.8 兆円（54.1%）：
38.9 兆円（45.9%）と比して、直近の平成 27 年度決算では、60.0 兆円
（61.0%）：38.3 兆円（39.0%）となっており、国税の割合が増えている。ただ

















































































































































































































































結果の平等 ”より ”機会の平等 ”を重視する。「活力」とは人々や企業の選択を歪
めず、経済社会の「活力」を最大限発揮させる。「簡素」とは納税者にとって「簡
素」かつ透明で分かりやすい税制を構築し、納税者の信頼と理解を得る。
6）　本庄・岩元・関口前掲注 4、176 頁。
7）　本庄・岩元・関口前掲注 4、184 頁。
8）　税源偏在の是正のための改正の趣旨等については、森信茂樹『税で日本はよみがえ
る―成長力を高める改革―』日本経済新聞出版社（2015）94 頁。
9）　政府税制調査会『わが国税制の現状と課題―21 世紀に向けた国民の参加と選択―』
（2000）9 頁。
10）　前掲注 1においても、今後の租税政策の一環としてタックス・ミックスの必要性を
示している。
11）　増井良啓「租税体系について」金子宏・中里実・J.マーク .ラムザイヤー『租税法
と市場』有斐閣（2014）84 頁。
12）　この点、本庄資教授は、「日本はタックス・ギャップの存在について沈黙を守って
いる。歳出入ギャップの縮小のためには、①歳出削減、②タックス・ギャップの縮
小（脱税・濫用的租税回避の摘発）、③増税などに総合的に取り組む必要がある。
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これまで、政治的に上記①と③について議論されてきたが、②については議論され
ることがなかった。国際的に脱税・濫用的租税回避・マネロン（進行中の脱税）に
対する有効な対策とされる制度面・執行面における次のようなメカニズムが日本に
欠けている現状にあるので、早急にこのような制度を整備する必要がある。」と指
摘されている（本庄資・田井良夫・関口博久『国際租税法―概論―第 3版―』大蔵
財務協会（2017）695 頁）。
13）　佐藤主光『地方財政論入門』新世社（2009）194 頁。
14）　佐藤前掲注 11、98 頁。
